
第48回定時株主総会招集ご通知における

インターネット開示情報

　

業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

株式会社ＤＴＳ

「事業報告」の一部、「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等

変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令および定款の規定に基づ

き、当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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業務の適正を確保するための体制

当社は、2020年１月24日開催の取締役会において内部統制システム構築の基本方針について見直しを行い、

改めて次のとおり決議いたしました。

内部統制システム構築に関する基本的な考え方

当社は、内部統制システムの構築にあたり、法令および定款を遵守し、業務の適正を確保するとともに財務

報告の信頼性を確保するため、以下の考え方のもと内部統制システム構築に関する体制を整備し、適切に運用

するとともに、環境の変化に応じその継続的改善に努めるものとする。

① 取締役会は、内部統制システムの整備方針・計画について決定するとともに、定期的に状況報告を受け

る。

② 社外取締役を継続して選任することにより、取締役の職務執行に対する監督機能の維持および一層の向

上を図る。

③ 代表取締役社長は、業務執行の最高責任者として内部統制システムの構築、運用および改善を行う。

④ 内部統制推進部門を設置し、内部統制システムの構築、運用および改善を行う。

⑤ 事業活動から独立した立場で内部監査を行う部門として監査室を設置し、監査室は、内部統制システム

構築に関する体制整備の実行状況を監視するとともに、改善が必要な場合には指摘を行う。

⑥ 金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の信頼性確保への適切な取り組みを行う。

内部統制システムに関する個別体制

(1) 当該株式会社の取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① コンプライアンスについての企画および運営管理を実施する部門を設置し、コンプライアンスに関する

体制を整備する。

② 「ＤＴＳコンプライアンス・ガイド」を定め、役員および社員がそれぞれの立場でコンプライアンスを

自らの問題として捉え業務運営に当たるよう、研修等を通じて指導する。

③ 「ＤＴＳグループ行動規範」に基づき、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との結びつ

きを、断固として排除する。

④ 法令上疑義のある行為等について当社の社員等が相談および通報を行う手段として「ヘルプライン」を

設ける。

⑤ 監査室は、年間の監査計画を作成するとともに、事業活動から独立した立場で内部監査を行う。

⑥ 財務報告の信頼性を確保するために必要な規程および体制を整備する。
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　(2) 当該株式会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務の執行にかかる文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）その他の重要な情報の取り扱いは

「情報資産管理規程」に定め、同規程に従い検索性の高い状態で保存し、必要な関係者が閲覧できる体

制を整備する。

② 役員および社員の職務執行に必要な情報の保存、管理および有効活用のため、社内情報システムを整備

する。

③ 情報の管理に関しては、情報セキュリティについての企画および運営管理を実施する部門を設置し、情

報セキュリティに関する体制を整備する。

なお、個人情報保護に関しては基本方針およびガイドラインを定め対応する。

　(3) 当該株式会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 経営会議で協議の上、代表取締役社長が指名するリスク管理を統括する責任者を委員長とする「リスク

マネジメント委員会」を設置し、リスクの体系化と問題点の把握を行い、責任部署と問題点に対する対

応計画を定める。また、リスクの発生の有無について継続的に監視を行う。

② 大規模災害等の発生に対しては、緊急時の対応を定めるとともに、事業の継続を確保するための規程お

よび体制を整備する。

③ 経営会議で協議の上、代表取締役社長が指名するプロジェクト開発を統括する責任者を議長とする「プ

ロジェクト推進会議」を設置し、所定の基準に該当するプロジェクトについては、受注可否の審議や出

荷判定等を行うことにより効率化を阻害する要因を排除・低減し、目標達成の確度を高める。

(4) 当該株式会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は「職務権限規程」を定め、同規程に基づき代表取締役社長その他業務執行を担当する取締役

に業務の執行を行わせる。

② 全社的な事業推進においては、実施すべき具体的な施策および効率的な業務を、社内規則に基づく職務

権限や意思決定ルールにより行う。

③ 役員および社員が共有する全社的な目標を定め、浸透を図ると共に、この目標に基づく３事業年度を期

間とする中期経営計画を策定する。この中期経営計画に基づき、短期計画として事業年度ごとに各事業

部門の事業目標と予算を設定する。

④ 業務執行の方針および計画、その他重要事項を協議する機関として「経営会議」を設置する。また業績

目標に対する実績管理を行うため、「経営会議」において月次業績を報告する。
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(5) 当該株式会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 企業集団における業務の適正を確保するため関係会社所管部門を設置し、子会社が適切な内部統制シス

テムの整備を行うよう指導および助言を行う。

② グループ会社の非常勤役員として配置された者は、当社の関係会社所管部門と連携のうえ、グループ会

社における法令の遵守および業務の適正を確保するため、指導および助言を行う。

③ グループ横断的な会議を開催することにより、グループ間の情報共有化を図り、業務の適正を確保す

る。

(6) 当該株式会社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制

① 子会社に対し「関係会社管理規程」を設け、特定の事項について取締役会決議前に当社に承認を求め、

または提出もしくは報告することを義務付けるとともに、所定の基準に該当するものについては当社取

締役会付議事項とする。

(7) 当該株式会社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社のリスクマネジメント委員会は、グループ各社の問題点とこれに対する対応計画を把握し、当計画

の進捗状況について定期的に報告を受ける。また同委員会はグループ各社でのリスク発生について継続

的に監視を行う。

② 所定の基準に該当するグループ各社のプロジェクトについては、当社のプロジェクト推進会議におい

て、受注可否の審議や出荷判定等を行い、効率化を阻害する要因を排除・低減し、目標達成の確度を高

める。

(8) 当該株式会社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① グループ各社ごとの事業推進においては、各社の社内規則に基づく職務権限や意思決定ルールにより行

う。ただし特定の事項については、当社の「関係会社管理規程」の定めに従うものとする。

② 当社は、グループ全体で共有する目標を定め浸透を図る。グループ各社はこの目標に基づく３事業年度

を期間とする中期経営計画を策定し、この中期経営計画に基づき、短期事業計画と予算を設定し、当社

へ定期的に報告する。

(9) 当該株式会社の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

① 当社はグループ共通のコンプライアンスガイドを定めグループ各社に展開し指導および助言を行う。

② 法令上疑義のある行為等についてグループ各社の社員等が相談および通報を行う手段として「グルー

プ・ヘルプライン」を設ける。
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(10) 当該監査役設置会社の監査役がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合における当該社員に

関する事項

① 監査役は、監査室等の社員に対し、監査の実施に必要な事項を指揮命令することができる。

　(11) 前号の社員の当該監査役設置会社の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役の職務を補助すべき社員の人事異動、人事考課等については監査役の意見を尊重する。

(12) 当該監査役設置会社の監査役を補助する社員に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役より、監査の実施に当たり指揮命令を受けた社員は、その業務の遂行中は取締役等の指揮命令を

受けない。

(13) 当該監査役設置会社の取締役及び社員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制

① 監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、取締役会の他、経営会議、リ

スクマネジメント委員会等の重要な会議に出席することができる。

② 監査役は、重要な稟議書その他文書を閲覧し、必要に応じ取締役および社員の説明を求めることができ

る。

③ 取締役は、以下に定める事項について、発見次第速やかに監査役に報告する。

イ．会社に著しい損害または著しい信用の低下を及ぼす事項、または、そのおそれのある事項

　 ロ．重大な法令・定款・社内規程違反、または、そのおそれのある事項

　 ハ．コンプライアンス上重要な事項

　 ニ．その他上記イ．からハ．に準じる事項

④ 社員は前項イ．からニ．に関する重大な事実を発見した際は、監査役に直接報告することができる。

(14) 当該株式会社の子会社の取締役、及び社員等又はこれらの者から報告を受けた者が当該株式会社の監査

役に報告をするための体制

① 当社の監査役は、グループ会社に対する事業計画ヒアリング等に出席することができる。

② 当社の監査役は、グループ会社の文書を閲覧し、必要に応じグループ会社の取締役等に説明を求めるこ

とができる。

③ 以下に定める事項を発見したグループ会社の取締役、および社員等またはこれらの者から報告を受けた

者は、当社監査役に直接報告することができる。

イ．会社に著しい損害または著しい信用の低下を及ぼす事項、または、そのおそれのある事項

　 ロ．重大な法令・定款・社内規程違反、または、そのおそれのある事項

　 ハ．コンプライアンス上重要な事項

　 ニ．その他上記イ．からハ．に準じる事項
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(15) 当該監査役設置会社の監査役に報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けな

いことを確保するための体制

① 通報者の保護および守秘義務を明示した、「内部通報制度運用規程」を定める。なお社員等が閲覧でき

る環境を整備する。

(16) 当該監査役設置会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

① 監査役が定める監査計画において見込まれる費用については予め予算化し、突発的に発生した事象に対

応するために必要な費用については、前払いまたは償還できることとする。

(17) その他当該監査役設置会社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、代表取締役社長、会計監査人のそれぞれと随時意見交換会を開催することができる。

② 監査役は、適切な職務執行のため、子会社取締役・子会社監査役との意思疎通、情報交換を行うことが

できる。

③ 監査役は、必要に応じ自らの判断で、弁護士および公認会計士等の外部専門家より、監査業務に関する

助言を受けることができる。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下の通りであります。

　(1) 法令および定款に適合するための体制

当社およびグループ各社は、役員、社員、パートナー企業社員を対象としたコンプライアンス教育・研修を

実施し、コンプライアンスに対する意識向上に向けた取り組みを行うとともに、内部通報窓口を設置し、適切

に運用しております。

役員および社員の職務執行に必要な情報の管理に関しては情報セキュリティ、個人情報保護に関する体制を

整備し「情報資産管理規程」に基づき適切に運用を行っております。

　(2) リスク管理体制

当社は、さまざまなリスクを適切に管理するため「リスクマネジメント委員会」を設置し、定期的にリスク

評価と問題点の把握を行うとともに対応計画を策定しております。またリスクの発生の有無についても定期的

に監視を行っております。さらに、グループ会社の重要リスクについても「リスクマネジメント委員会」にて

リスクの状況や対応計画の実施状況を確認し、グループ各社のリスク管理体制の向上に向けて支援しておりま

す。

　(3) 取締役の職務執行

当社は、2019年度において取締役会を11回開催し、法令等に定められた事項や経営に関する重要事項を決定

したほか、法令・定款への適合性や業務の適正性の観点から業務執行状況の監督を行いました。グループ会社

に関する事項については「関係会社管理規程」を定め、適切に対応しております。また、当社では役付執行役

員制度を導入しており、取締役会による意思決定・業務執行の監督機能と業務執行機能を区分し、迅速かつ的

確に業務執行が行える経営体制を確保しております。さらに取締役会の定める経営方針に基づいて代表取締役

社長が業務を執行するにあたり、「経営会議」を34回開催し、方針および計画、その他重要事項を協議してお

ります。

　(4) 監査役の職務執行

社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施するとともに、取締役会

等の重要な会議および各種委員会等に出席し取締役の意思決定の過程および業務執行の把握に努めておりま

す。2019年度において監査役会は９回開催しております。また、代表取締役社長との会合を２回実施し、監査

上の重要課題等につき意見交換を行いました。加えて、グループ会社の監査役等とも意見交換を行い、連携し

てグループ各社の監査を実施しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

(単位：千円)
　

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 6,113,000 6,215,781 41,342,281 △3,385,247 50,285,815

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,323,727 △2,323,727

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
7,317,629 7,317,629

自 己 株 式 の 取 得 △800,196 △800,196

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 - - 4,993,902 △800,196 4,193,705

当 期 末 残 高 6,113,000 6,215,781 46,336,183 △4,185,444 54,479,521

その他の包括利益累計額
非 支 配 株 主

持 分
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

退職給付に係る

調 整 累 計 額

その他の包括利益

累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,019,142 27,365 21,095 1,067,603 - 51,353,418

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,323,727

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
7,317,629

自 己 株 式 の 取 得 △800,196

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 （純 額）
△351,893 △64,651 △46,822 △463,368 5,314 △458,053

当 期 変 動 額 合 計 △351,893 △64,651 △46,822 △463,368 5,314 3,735,651

当 期 末 残 高 667,248 △37,286 △25,727 604,234 5,314 55,089,070
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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ９社

主要な連結子会社の名称

デジタルテクノロジー株式会社

株式会社ＤＴＳインサイト

日本ＳＥ株式会社

株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴ

　前連結会計年度まで持分法非適用の関連会社であったNelito Systems Limitedは、2019年４月１日付

で当社が株式を追加取得したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

大連思派電子有限公司

株式会社思派電子ジャパン

(連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。

2. 持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社および関連会社はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（大連思派電子有限公司および株式会社思派電子ジャパンほか）

は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　(1) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

　 12月31日 ２社

　 ３月31日 ７社

なお、当連結会計年度より、連結子会社のデジタルテクノロジー株式会社は決算日を12月31日から３月31

日に変更しております。この決算期の変更に伴い、当連結会計年度において、2019年１月１日から2020年３

月31日までの15ヶ月間を連結しております。
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なお、決算期を変更したデジタルテクノロジー株式会社の2019年１月１日から2019年３月31日までの売上

高は2,579,994千円、営業利益は143,922千円、経常利益は144,360千円、税引前当期純利益は144,360千円で

あります。

(2) 連結計算書類作成にあたっては、12月31日を決算日とする連結子会社については、同決算日現在の計算書

類を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。

4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

その他有価証券

(イ) 時価のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

なお、時価のあるその他有価証券のうち、「取得原価」と「債券金額」

との差額の性格が金利の調整と認められるものについては、償却原価法に

より算定しております。

(ロ) 時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② たな卸資産

(イ) 商 品 及 び 製 品 ……… 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(ロ) 仕 掛 品 ……… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。

(ハ) 原 材 料 ………　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。

(ニ) 貯 蔵 品 ………　最終仕入原価法を採用しております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産および使用権資産を除く）

　定額法を採用しております。

　 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～47年

工具、器具及び備品 ２年～15年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、主として３年間で均等償却する方法を採

用しております。

　 ② 無形固定資産（リース資産および使用権資産を除く）

　 定額法を採用しております。

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、販売開始後、主として３年以内の見込販売数量お
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よび見込販売収益に基づいて償却しており、その償却額が残存有効期間に基づく均等配分額に満たない

場合には、その均等配分額を償却しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、サービス提供目的のソフトウェア（特定顧客との契約に

基づく使用許諾サービス用ソフトウェア）について、当該契約に基づく料金支払期間（10年）にわたっ

て均等償却しており、その他の費用削減効果のあるソフトウェアについては、社内における見込利用可

能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

③ 使用権資産

　 資産の耐用年数またはリース期間のうちいずれか短い期間に基づく定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

　 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ④ 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額を計

上しております。

　 ⑤ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要

支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年～15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
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② その他の工事

工事完成基準

　(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、のれんの発生原因に基づき、その効果の及ぶ期間

（３年～９年）にわたり定額法により償却を行っております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(表示方法の変更)

連結損益計算書

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「投資事業組合運用益」は、金額

的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。

(連結貸借対照表に関する注記)

有形固定資産の減価償却累計額 2,691,191千円

(連結損益計算書に関する注記)

1. 受注損失引当金繰入額

売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額は2,680千円であります。

2. 研究開発費

一般管理費に含まれる研究開発費は、316,953千円であります。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

項 目
当連結会計年度期首

株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

株式数(株)

発行済株式

普通株式 25,222,266 25,222,266 - 50,444,532

自己株式（注）

普通株式 1,913,921 2,269,293 - 4,183,214

(注)１．当社は2019年７月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
　 ２．普通株式の発行済株式総数の増加25,222,266株は株式分割によるものであります。
　 ３．普通株式の自己株式の株式数の増加2,269,293株は、株式分割による増加2,091,589株、取締役会決議によ

　る自己株式の取得による増加177,600株および単元未満株式の買取による増加104株であります。

2. 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基 準 日 効力発生日

2019 年 ６ 月 21 日

定時株主総会（注）
普通株式 1,398,500 60 2019年３月31日 2019年６月24日

2019 年 10 月 30 日

取 締 役 会
普通株式 925,226 20 2019年９月30日 2019年11月25日

（注） 当社は2019年７月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
　 １株当たり配当額は当該株式分割前の金額であり、当該株式分割を考慮した場合、１株当たり配当額は30円とな
　 ります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 次のとおり、決議を予定しております。

（決議予定） 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日

2020 年 ６ 月 19 日

定 時 株 主 総 会
普通株式 1,619,146 利益剰余金 35 2020年３月31日 2020年６月22日
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用することを原則とし、資金の調達が

必要な場合には、主に銀行からの借入を行っております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクを内包しております。

有価証券および投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式および余資運用目的の社債であ

り、市場価格の変動リスクを内包しております。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、

信用調査等による財務状況等の把握を通じて信用リスクの低減を図っております。

②市場リスク（市場価格等の変動リスク）の管理

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

適時に資金繰計画を作成・更新し、事業運営に必要な手許流動性を持続的に確保するための管理を

行っております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めておりません

（（注) 2.を参照）。
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額
時 価

（(注)1.を参照）
差 額

(1) 現金及び預金 38,478,978 38,478,978

(2) 受取手形及び売掛金 16,349,995 16,349,995

　 貸倒引当金（※） △17,223 △17,223

(3) 有価証券および投資有価証券 5,501,973 5,501,973

資産計 60,313,722 60,313,722

(1) 買掛金 5,079,429 5,079,429

(2) 未払金 1,099,132 1,099,132

(3) 未払法人税等 2,025,489 2,025,489

負債計 8,204,051 8,204,051

　（※）受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　(注) 1. 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

資産

　 (1) 現金及び預金

預金は全て短期のものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　 (2) 受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金はほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

　 (3) 有価証券および投資有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格によっております。

負債

　 (1) 買掛金

　買掛金はほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(2) 未払金および(3) 未払法人税等
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短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区 分 連結貸借対照表計上額

子会社株式 30,000

非上場株式等 228,515

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(3) 有価証券および投資有価証券」には含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,190円71銭

１株当たり当期純利益 158円01銭

（注）当社は、2019年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結

　 会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

― 15 ―

2020年05月20日 13時58分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



(重要な後発事象に関する注記)

　自己株式の取得

　当社は、2020年４月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することについて決議いたしました。

　1. 自己株式の取得を行う理由

　 資本効率の向上、ならびに株主の皆様へのより一層の利益還元を図ることを目的としております。

　2. 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

　 (1) 取得対象株式の種類

　 当社普通株式

　 (2) 取得し得る株式の総数

　 535,000株（上限）

　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 1.16％）

　 (3) 株式の取得価額の総額

　 1,000,000千円（上限）

　 (4) 取得期間

　 2020年５月１日から2020年６月12日まで

　 (5) 取得方法

　 東京証券取引所における市場買付（証券会社による投資一任方式）

(その他の注記)

連結貸借対照表、連結損益計算書および連結株主資本等変動計算書の金額は、記載単位未満を切り捨てて表

示しております。
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株主資本等変動計算書

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

(単位：千円)
　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他

資本剰余金

資本剰余金

合 計

利 益

準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金

合 計別 途

積 立 金

繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 6,113,000 6,190,917 1,223,751 7,414,669 411,908 11,170,000 27,078,501 38,660,409

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,323,727 △2,323,727

当 期 純 利 益 6,495,971 6,495,971

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - - 4,172,244 4,172,244

当 期 末 残 高 6,113,000 6,190,917 1,223,751 7,414,669 411,908 11,170,000 31,250,745 42,832,653

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券

評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △3,385,247 48,802,831 1,019,142 1,019,142 49,821,974

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,323,727 △2,323,727

当 期 純 利 益 6,495,971 6,495,971

自 己 株 式 の 取 得 △800,196 △800,196 △800,196

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
△351,893 △351,893 △351,893

当 期 変 動 額 合 計 △800,196 3,372,047 △351,893 △351,893 3,020,153

当 期 末 残 高 △4,185,444 52,174,879 667,248 667,248 52,842,128
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個 別 注 記 表
　

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式 ……………………… 移動平均法による原価法を採用しております。

　 (2) その他有価証券

① 時価のあるもの ……………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

なお、時価のあるその他有価証券のうち、「取得原価」と「債券金額」

との差額の性格が金利の調整と認められるものについては、償却原価法

により算定しております。

② 時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法を採用しております。

　2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商 品 ……………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 仕 掛 品 ……………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

(3) 貯 蔵 品 ………………………　最終仕入原価法を採用しております。

　

　3. 固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

　 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ３年～47年

工具、器具及び備品 ２年～15年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用してお

ります。

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、販売開始後３年以内の見込販売数量および見込販

売収益に基づいて償却しており、その償却額が残存有効期間に基づく均等配分額に満たない場合には、

その均等配分額を償却しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、サービス提供目的のソフトウェア（特定顧客との契約に

基づく使用許諾サービス用ソフトウェア）について、当該契約に基づく料金支払期間（10年）にわたっ

て均等償却しており、その他の費用削減効果のあるソフトウェアについては、社内における見込利用可
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能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

　 (3) 長期前払費用

　 定額法を採用しております。

　

　4. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金 ……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金 ……………… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

(3) 役員賞与引当金 ……………… 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(4) 退職給付引当金 ……………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、未認識数理

計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なって

おります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　

　5. 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　 (1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　 (2) その他の工事

　 工事完成基準

　

　6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,985,083千円

　

　2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　短期金銭債権 495,552千円

　短期金銭債務 553,252千円

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売 上 高 100,924千円

　外 注 費 3,001,347千円

　その他の営業取引高 2,558,811千円

営業取引以外の取引による取引高 449,256千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

項 目
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 1,913,921 2,269,293 - 4,183,214

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加2,269,293株は、株式分割による増加2,091,589株、取締役会決議による自己株式の取得
　 による増加177,600株および単元未満株式の買取による増加104株であります。
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(税効果会計に関する注記)

　1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

賞与引当金 718,350千円

退職給付引当金 136,521千円

未払事業税 110,801千円

未払費用（社会保険料） 110,129千円

資産除去債務 44,544千円

関係会社株式 42,413千円

ソフトウエア 29,131千円

ゴルフ会員権 28,857千円

未払金（地代家賃） 24,375千円

その他 30,028千円

　繰延税金資産合計 1,275,153千円
　

　 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △295,991千円

資産除去債務に対応する除去費用 △25,098千円

　繰延税金負債合計 △321,090千円

　繰延税金資産の純額 954,063千円

　2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であ

るため記載しておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,142円25銭

１株当たり当期純利益 140円27銭

（注）当社は、2019年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業

　 年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。
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(重要な後発事象に関する注記)

　 自己株式の取得

　当社は、2020年４月30日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することについて決議いたしました。

　なお、詳細については、連結計算書類「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に記載のとおり

であります。

(その他の注記)

貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書の金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しており

ます。
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